




















（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 11,270百万円

現金及び現金同等物 11,270百万円

現金及び預金勘定 22,711百万円

現金及び現金同等物 22,711百万円

２．重要な非資金取引の内容 

 当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・

リース取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ

12,016百万円であります。 

２．重要な非資金取引の内容 

 (1)当連結会計年度に新たに計上したファイナンス・リー

  ス取引に係る資産及び債務の額は、それぞれ13,255百 

  万円であります。 

──────  (2)無担保転換社債型新株予約権付社債の行使 

新株予約権の行使による 

資本金増加額 
3,600百万円

新株予約権の行使による 

資本準備金増加額 
3,600百万円

新株予約権の行使による 

新株予約権付社債減少額 
7,200百万円
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（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

 ① リース資産の内容 

有形固定資産 

主にボウリング設備、アミューズメント機器であり

ます。 

 ② リース資産の減価償却の方法 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４．会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価

償却資産の減価償却の方法」に記載のとおりであり

ます。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） 

 ① リース資産の内容 

同左 

  

  

 ② リース資産の減価償却の方法 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物（付属設
備）及び構築
物 

2,732 322 2,409 

ボウリング設
備 9,003 4,023 4,980 

アミューズメ
ント機器 16,784 10,797 5,986 

その他 7,478 4,621 2,857 

合計 35,999 19,764 16,234 

取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物（付属設
備）及び構築
物 

1,936 328 1,607 

ボウリング設
備 8,362 4,767 3,594 

アミューズメ
ント機器 7,876 6,373 1,503 

その他 2,712 1,882 830 

合計 20,888 13,352 7,536 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,636百万円

１年超 7,751百万円

計 16,387百万円

１年内     3,429百万円

１年超    4,355百万円

計    7,784百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料   12,280百万円

減価償却費相当額    11,401百万円

支払利息相当額   573百万円

支払リース料      7,752百万円

減価償却費相当額     7,245百万円

支払利息相当額   343百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

 同左 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

 同左 
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（金融商品関係） 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

 (1)金融商品に対する取組方針 

            当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借入により資金を

      調達しております。 

           借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の社債と一部の長期借入

      金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実施しております。 

     (2)金融商品の内容及びそのリスク 

       借入金、社債、ファイナンス・リース取引に係わるリース債務は、主に設備投資に係わる資金調達を目的

      としたものであります。このうち一部は、金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金

      利スワップ取引）を利用してヘッジしております。 

       デリバティブ取引は、借入金及び社債に係わる支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利ス

      ワップ取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性

      の評価方法等については、前述の連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関

      する事項(5)重要なヘッジ会計の方法」をご参照ください。  

     (3)金融商品に係るリスク管理体制 

     ①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

       当社は、営業債権について、前述のとおりそのほとんどが団体利用によるものであり少額にとどまるため

      信用リスクは低いと認識しておりますが、相手先ごとに入金期日及び残高の管理を行っております。連結子

      会社につきましては、当社に対してのみ債権を保有しておりますので、信用リスクは低いものと認識してお

      ります。 

     ②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理 

       当社グループは、一部の借入金等に係る支払利息の変動リスクを回避するため、金利スワップ取引を利用

      しています。 

     ③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

       当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手許流動性を

      高めることなどにより、流動性リスクを管理しております。 

     ④デリバティブ取引に係るリスクの管理 

       当社グループはデリバティブ取引に関して、借入金等に伴う金利スワップ取引のみに限定しております。

       リスク管理の運営担当部署は当社管理本部であり、契約に基づく期間毎のスワップレートの決定時に損益

      計算を行い、社長の承認を得る方法でリスク管理を行っております。 

     (4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

       金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

      含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

      ることにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」におけるデ

      リバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すも

      のではありません。 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料 

１年内 906百万円

１年超 8,502百万円

合計 9,409百万円

１年内   1,304百万円

１年超 10,161百万円

合計 11,466百万円
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２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次のとおりであります。 

   

 （注）１．金融商品の時価の算定方法並びにデリバティブ取引に関する事項 

 資 産 

(1）現金及び預金、(2)現金及び預金（責任財産限定対象） 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっております。 

(3)差入保証金  

 差入保証金の時価については、投資回収可能な年数に基づいた利率で割り引いて算定する方法によって

おります。 

負 債 

(4)社債、(5)長期借入金、(6)長期借入金（責任財産限定）並びに、(7)リース債務  

 これらは、元利金の合計額を同様の新規借入等を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。 

 変動金利による社債の一部と長期借入金の一部は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記

「デリバティブ取引」参照）当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入等

を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。 

デリバティブ取引 

 注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。 

  

２．金銭債権の連結決算日後の償還予定額 

      現金及び預金、現金及び預金（責任財産限定対象）は、すべて１年以内であります。 

  

３. 社債、長期借入金及びリース債務の連結決算日後の返済予定額 

      連結附属明細表「社債明細表」及び「借入金等明細表」をご参照ください。 

     なお、長期借入金の５年超は、9,189百万円であり、リース債務の５年超は1,624百万円であります。 

（追加情報） 

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金融商品の

時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用しております。 

  

 
連結貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

(1)現金及び預金 22,711 22,711 － 

(2)現金及び預金（責任財産限定

対象） 
8,104 8,104 － 

(3)差入保証金 6,864 6,767 △97 

 資産計 37,680 37,582 △97 

(4)社債  9,168 9,293 125 

(5)長期借入金 72,057 71,345 △711 

(6)長期借入金（責任財産限定） 56,803 57,271 468 

(7)リース債務 18,132 18,128 △4 

 負債計 156,161 156,038 △122 

デリバティブ取引 － － －
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（有価証券関係） 

  

 前連結会計年度（平成21年３月31日） 

  

１．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

  

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．取引の状況に関する事項 

(1）取引内容 

 当社グループは、中期的な借入金等を対象とした金利スワップ取引を利用しております。 

(2）取組方針 

 当社は、財務上発生している金利リスクをヘッジし、リスク管理を効率的に行うためにデリバティブ取

引を導入しております。 

(3）利用目的 

 当社グループは、デリバティブ取引を、実質的な調達コスト削減を図ることを目的として利用しており

ます。また、投機的な取引の利用は行っておりません。 

(4）取引に係るリスクの内容 

 デリバティブ取引は金利変動により発生する市場リスクと取引先の契約不履行に係る信用リスクを有し

ております。 

 当社グループが利用している金利スワップについては、将来の市場金利変動によるリスクがあります

が、レバレッジの効いた特殊な取引は利用しておりません。 

 また、当社は高い信用格付の大手金融機関のみを取引の対象としており、信用リスクはほとんどないと

判断しております。 

(5）リスク管理体制 

 当社グループはデリバティブ取引に関して、借入等に伴う金利スワップ取引のみに限定しております。

 リスク管理の運営担当部署は当社管理本部であり、契約に基づく期間毎のスワップレートの決定時に損

益計算を行い、社長の承認を得る方法でリスク管理を行っております。 

２．取引の時価等に関する事項 

金利関連 

 デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しております。 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

10 5 － 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

  その他有価証券  

非上場株式 3 

当連結会計年度（平成22年３月31日） 

       該当事項はありません。 
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当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

 １. ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 

(1)通貨関連 

       該当事項はありません。 

  

(2)金利関連 

       該当事項はありません。 

 ２. ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 

（注）金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている社債及び長期借入金と一体として処理されてい 

   るため、その時価は、当該社債及び長期借入金の時価に含めて記載しております。 

  

（退職給付関係） 

  該当事項はありません。 

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対象

当連結会計年度(平成22年３月31日) 

契約額等 
（百万円）

契約額等の
うち１年超 
（百万円）

時価  
(百万円) 

金利スワップの特
例処理 

金利スワップ取引         

変動受取・固定支
払 

 社債 6,668 6,254  (注） 

変動受取・固定支
払 

 長期借入金 11,630 10,493  (注） 
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（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）１．株式数に換算して記載しております。 

２．上表は権利付与日の役職に基づいて記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役  ２名 

当社使用人  101名 

ストック・オプション数（注） 普通株式   563株 

付与日 平成16年７月14日 

権利確定条件 

付与日（平成16年７月14日）以降、権

利確定日（平成18年６月30日）まで継

続して勤務していること。 

対象勤務期間 
平成16年７月14日 

平成18年６月30日 

権利行使期間 

権利確定後２年以内 

ただし、権利確定後退職した場合は、

退職日に行使失効となる。 

 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前      （株）   

前連結会計年度末 － 

付与 － 

失効 － 

権利確定 － 

未確定残 － 

権利確定後      （株）   

前連結会計年度末 374 

権利確定 － 

権利行使 － 

失効 374 

未行使残 － 
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② 単価情報 

  

 当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

  該当事項はありません。 

  

（税効果会計関係） 

 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格      （円） 242,000円 

行使時平均株価     （円） － 

公正な評価単価（付与日）（円） － 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円）

繰延税金資産   

未払事業税 73 

未払事業所税 113 

未払賞与 107 

匿名組合出資金 944 

少額減価償却資産 73 

役員退職慰労引当金 76 

出店中止損失引当金 243 

その他 20 

繰延税金資産合計 1,653 

繰延税金負債   

差入保証金 △94 

繰延税金負債合計 △94 

繰延税金資産の純額 1,558 

（単位：百万円）

繰延税金資産   

未払事業税 121 

未払事業所税 115 

未払賞与 121 

匿名組合出資金 978 

少額減価償却資産 84 

役員退職慰労引当金 84 

減損損失 382 

その他 22 

繰延税金資産合計 1,910 

繰延税金負債   

差入保証金 △95 

繰延税金負債合計 △95 

繰延税金資産の純額 1,813 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.5 

（調整）  

住民税均等割 2.9 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

  （％）

法定実効税率 40.5 

（調整）  

住民税均等割 3.6 

その他 △0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.0 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

当連結グループは、単一セグメントのため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

当連結グループは、単一セグメントのため該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が100％であるため、所在地別セグメント情報の記載を省

略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

海外売上がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上がないため、該当事項はありません。 

【関連当事者情報】 

前連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

    連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主等 

    取引条件及び取引条件の決定方針等 

       第三者割当増資による新株式の発行価額につきましては、発行決議日前日の当社普通株式終値から権利 

      落分を勘案して配当相当額を差し引いた価格である794円と算出いたしました。 

    割当株数   杉野公彦    4,408,000株 

           杉野公亮     629,700株  

    払込期日   平成21年４月10日 

  

（開示対象特別目的会社関係） 

前連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成21年４月１日 至平成22年３月31日） 

 該当事項はありません。 

種類 
会社等の
名称又は
氏名 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者
との関係 

取引の内容 
取引金額 

（百万円） 

役員 
杉野 公
彦 

当社代表
取締役 

（被所有）
 直接 25.04 

第三者割当
第三者割当
（普通株
式） 

3,499 

役員の 
近親者 

杉野 公
亮 

当社代表
取締役近
親者 

（被所有）
 直接 14.70 

第三者割当 
第三者割当
（普通株
式） 

499 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額  1,147.61円 

１株当たり当期純利益金額  63.05円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない

ため記載しておりせん。 

１株当たり純資産額 1,079.95円 

１株当たり当期純利益金額 46.82円 

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益金額 
42.69円 

 当社は、平成21年１月４日付で株式１株につき100

株の株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した

場合の前連結会計年度における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額  1,104.53円 

１株当たり当期純利益金額  145.07円 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益金額 
145.07円 

────── 

  
前連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 3,977 3,396 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,977 3,396 

期中平均株式数（株） 63,086,138 72,553,129 

      

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（百万円） － － 

普通株式増加数（株） － 7,026,433 

（うち転換社債型新株予約権付社債） (－) (7,026,433)  

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権 

取締役会の決議日 

平成16年６月26日(前連結会計年

度末未行使の新株予約権374個) 

 新株予約権の権利行使期間の終

了に伴う権利失効により、当連結

会計年度末残高はありません。 

－ 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1) 第三者割当による第１回乃至第４回無担保転換社

債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）の発行 

 平成21年３月26日開催の取締役会決議に基づいて、

下記のとおり第１回乃至第４回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同

順位特約付）を平成21年４月13日に発行いたしまし

た。 

１．発行総額 7,200百万円 

２．発行価額 社債額面金額の100％ 

（社債額面金額 40百万円の１種） 

３．払込期日 平成21年４月13日 

４．償還期限 以下の期日に社債額面の100％で償還 

       第１回債 平成21年７月14日 

       第２回債 平成21年９月30日 

       第３回債 平成21年12月30日 

       第４回債 平成22年３月31日 

５．利率   本社債には、利息を付さない 

６．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

① 種類 当社普通株式 

② 数  本新株予約権の目的である株式の数は、

行使請求された本新株予約権に係る本社

債の発行価額の総額を下記に記載の転換

価額で除した数とする。 

７．本新株予約権の総数 180個 

      （社債額面金額 40百万円につき１個） 

       第１回債 45個 

       第２回債 45個 

       第３回債 45個 

       第４回債 45個 

８．新株予約権の払込価格 

本新株予約権と引換えに金銭の払込は要しない。 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内

容及びその価額 

  各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新

株予約権に係る各本社債を出資するものとし、当

該本社債の価額は、その発行価額と同額(本新株

予約権１個につき金40百万円)とする。  

① 転換価額 

各回債の当初転換価額 820円 

各回債の下限転換価額 342円 

────── 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

② 転換価額の調整 

 各回債毎に定められた期間のいずれかの10連続

取引日にわたり、当社普通株式終値が下限転換価

額である342円を下回った場合、当342円を下限と

して「各本新株予約権付社債の額面金額相当額を

額面当たりのVWAPによる平均転換株式数で除して

得られる値の92％に相当する金額」に修正され

る。なお、本新株予約権の転換価額・下限転換価

額は、株式分割が実施された場合など特定の場合

に、本新株予約権付社債の要項に従い、下記のと

おり調整されることがある。 

  調整後転換価額＝調整前転換価額×(既発行

株式数＋発行または処分株式数×１株当たり発行

または処分価額÷時価)÷(既発行株式数＋発行・

処分株式数) 

10．新株予約権の行使期間 

 第１回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成21年７月10日 

 第２回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成21年９月28日 

 第３回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成21年12月28日 

 第４回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成22年３月29日 

11．新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部について本新株予約権を行

使することはできない。 

12．資金の使途 

 現在計画中の新規店舗の出店資金に充当 

  

────── 

(2) 新株式の発行 

 平成21年３月26日開催の取締役会決議に基づいて、

下記のとおり第三者割当増資による普通株式の発行を

平成21年４月10日に行いました。 

１．募集等の方法 第三者割当増資による普通株式の発 

         行 

２．割当株数   杉野公彦   4,408,000株 

         杉野公亮    629,700株  

３．払込金額   杉野公彦 3,499,952,000円 

         杉野公亮  499,981,800円 

   それぞれ1/2を資本金と資本準備金へ組み入れ 

４．払込期日   平成21年４月10日 

５．資金の使途  新規店舗の出店資金に充当 

６．その他    割当新株式を発行日から２年以内 

        に譲渡する場合は、その内容につ 

        いて当社へ報告するものとする。 
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前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

──────   当社は、平成22年６月２日開催の取締役会において、

 当社普通株式について、欧州を中心とする海外市場にお

 ける募集（ただし、米国及びカナダを除く。）を行うこ

 とを決議し、平成22年６月17日に払込が完了しました。

  この結果、資本金は25,021百万円、発行済株式総数は

 95,452,914株となっております。 

 (1)株式の種類 

  当社普通株式 

 (2)発行数 

  下記①及び②の合計による当社普通株式16,000,000株

 ①下記(10)記載の引受人の買取引受けの対象株式として

  当社普通株式14,000,000株 

 ②下記(10)記載の引受人に対して付与する新たに追加的

  に発行する当社普通株式を買い取る権利の行使により

  発行される当社普通株式2,000,000株 

 (3)発行価格 

   526円 

  （海外募集における１株当たりの発行価格である。な

  お、発行価格との差額は引受人の手取金となる。） 

 (4)発行価額（会社法上の払込金額） 

   512.10円 

 (5)資本組入額 

   256.05円 

 (6)発行価額の総額 

   8,193,600,000円 

 (7)資本組入額の総額 

   4,096,800,000円 

  資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額

 であり、また、増加する資本準備金の額は、会社計算規

  則第14条第１項に従い算出される資本金等増加限度額  

 （発行価額の総額）から上記の増加する資本金の額（資

 本組入額の総額）を減じた額とする。） 

 (8)株式の内容 

   完全議決権株式であり、権利内容に限定のない当社

  における標準となる株式 

   単元株式100株 

 (9)発行方法 

   下記(10)記載の引受人の総額買取引受けにより行わ

  れる。また、当社は引受人に上記(2)②記載の新たに 

  追加的に発行する当社普通株式を買い取らせる。 

 (10)引受人の名称 

   Deutsche Bank AG, London Branch 

 (11)募集を行った地域 

  欧州を中心とする海外市場における募集（ただし、米

 国およびカナダを除く。） 

 

2010/06/21 14:54:4009624360/株式会社ラウンドワン/有価証券報告書/2010-03-31

- 67 -



前連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

──────  (12)新規発行による手取金の額及び使途 

  ①手取金の額 

   払込金額の総額      8,193,600,000円 

   発行諸費用の概算額     48,590,000円 

   差引手取概算額      8,145,010,000円 

  ②手取金の使途 

   上記差引手取概算額8,145,010,000円については、 

  繁華街店舗及び海外店舗の出店資金の一部に充当す 

  る。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 （注）１．当期末残高欄の（内書）は１年内償還予定の金額であります。 

２．連結貸借対照表日後５年内における償還予定額は次のとおりであります。 

【借入金等明細表】 

 （注）１．「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金、長期借入金（責任財産限定）及びリース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）並びに長

期未払金（１年内除く。）の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のとおりであります。 

会社名 銘柄 発行年月日 
前期末残高
（百万円）

当期末残高
（百万円）

利率（％） 担保 償還期限 

㈱ラウンドワン 第６回無担保社債 
平成17年 

４月１日 
2,000 

(2,000)

－ 

 
1.06 なし －  

㈲アールワン・セブン

プロパティーズ 
第１回有担保社債 

平成21年 

３月31日 
5,600 

(350)

5,250 

(350)
0.76 なし 

平成26年 

３月31日 

㈱ラウンドワン 第７回無担保社債 
平成21年  

９月25日  

－ 

 

1,418 

(63)
0.71 なし 

平成26年  

９月25日  

㈱ラウンドワン 第８回無担保社債 
平成22年 

３月26日 

－ 

 

2,000 

(400)
0.76 なし 

平成27年 

３月26日 

㈱ラウンドワン 第９回無担保社債 
平成22年 

３月31日 

－ 

 

500 

(100)
0.86 なし 

平成27年 

３月31日 

合計 － － 
7,600 

(2,350)

9,168 

(913)
－ － － 

１年以内（百万円） 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

913 913 913 4,763 1,662 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,272 862 1.2 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,774 6,298 2.2 － 

１年以内に返済予定の長期借入金（責任財産限定） 15,403 17,496 2.9 －  

１年以内に返済予定のリース債務 3,320 6,502 2.4 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 31,074 65,758 2.6 
平成23年 

～平成41年 

長期借入金（責任財産限定） 

（１年以内に返済予定のものを除く。） 
59,797 39,306 3.2 

平成23年 

～平成26年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,401 11,630 2.8 
平成23年 

～平成29年 

その他有利子負債         

 １年以内に返済予定の長期未払金 － 90 5.0  － 

 長期未払金 － 336 5.0 
平成23年 

～平成27年 

合計 121,045 148,282 － － 
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（２）【その他】 

当連結会計年度における四半期情報 

区分 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 12,385 13,315 25,848 5,018 

長期借入金（責任

財産限定） 
25,955 11,941 104 1,306 

リース債務 4,957 2,260 799 1,989 

長期未払金 95 100 105 36 

  

第１四半期 

自平成21年４月１日 

至平成21年６月30日 

第２四半期 

自平成21年７月１日 

至平成21年９月30日 

第３四半期 

自平成21年10月１日 

至平成21年12月31日 

第４四半期 

自平成22年１月１日 

至平成22年３月31日 

売上高（百万円） 19,469 21,367 19,001 22,274 

税金等調整前四半期純利益

金額（百万円） 
1,125 2,561 302 2,074 

四半期純利益金額 

（百万円） 
615 1,480 132 1,169 

１株当たり四半期純利益金

額（円） 
9.03 20.77 1.79 15.17 
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,039 15,740

売掛金 292 361

商品 167 186

貯蔵品 891 955

前払費用 1,718 1,915

短期貸付金 1,201 4,542

繰延税金資産 736 527

関係会社短期貸付金 2,906 1,760

未収入金 ※2  1,080 ※2  1,652

仮払金 2,305 447

その他 0 85

流動資産合計 18,339 28,174

固定資産   

有形固定資産   

建物 37,764 39,511

減価償却累計額 △9,213 △11,045

建物（純額） 28,550 28,466

構築物 3,454 3,663

減価償却累計額 △1,474 △1,716

構築物（純額） 1,979 1,946

ボウリング設備 1,427 1,476

減価償却累計額 △1,339 △1,372

ボウリング設備（純額） 88 103

アミューズメント機器 6,698 7,839

減価償却累計額 △4,990 △5,366

アミューズメント機器（純額） 1,707 2,473

什器備品 4,929 5,632

減価償却累計額 △3,086 △4,041

什器備品（純額） 1,843 1,590

土地 1,230 1,230

リース資産 12,016 25,271

減価償却累計額 △1,741 △6,610

リース資産（純額） 10,275 18,661

建設仮勘定 160 24

有形固定資産合計 45,836 54,496

無形固定資産   

借地権 22 27

ソフトウエア 64 83

施設利用権 7 6

電話加入権 12 12

無形固定資産合計 107 130
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

投資その他の資産   

投資有価証券 3 －

関係会社株式 － 38

その他の関係会社有価証券 ※1  37,235 61,133

出資金 159 162

長期貸付金 46 33

関係会社長期貸付金 － 1,200

長期前払費用 853 749

繰延税金資産 822 1,286

再評価に係る繰延税金資産 373 373

差入保証金 ※2  13,038 ※2  12,854

その他 40 40

投資その他の資産合計 52,571 77,873

固定資産合計 98,515 132,500

資産合計 116,855 160,674

負債の部   

流動負債   

買掛金 137 156

1年内償還予定の社債 2,000 563

短期借入金 1,272 862

1年内返済予定の長期借入金 1,520 4,715

リース債務 3,320 6,502

未払金 1,670 1,821

未払費用 780 945

未払法人税等 368 780

未払消費税等 － 236

預り金 51 57

設備関係未払金 1,391 1,094

出店中止損失引当金 600 －

その他 57 50

流動負債合計 13,171 17,786

固定負債   

社債 － 3,354

長期借入金 23,138 40,748

役員退職慰労引当金 188 209

長期預り保証金 560 963

リース債務 7,401 11,630

長期未払金 － 336

固定負債合計 31,289 57,242

負債合計 44,461 75,029
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成21年３月31日) 

当事業年度 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 15,324 20,924

資本剰余金   

資本準備金 15,799 21,399

利益剰余金   

その他利益剰余金   

配当平均積立金 2,500 2,500

別途積立金 28,000 28,000

繰越利益剰余金 11,630 13,685

利益剰余金合計 42,130 44,185

自己株式 △313 △315

株主資本合計 72,941 86,193

評価・換算差額等   

土地再評価差額金 ※5  △548 ※5  △548

評価・換算差額等合計 △548 △548

純資産合計 72,393 85,645

負債純資産合計 116,855 160,674
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②【損益計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

売上高 77,983 82,113

売上原価 67,582 74,265

売上総利益 10,401 7,848

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 114 66

役員報酬 140 140

給与手当 376 368

賞与 52 56

役員退職慰労引当金繰入額 21 21

福利厚生費 240 212

消耗品費 26 24

支払手数料 201 225

賃借料 126 101

減価償却費 44 92

租税公課 255 338

旅費及び交通費 94 74

その他 55 56

販売費及び一般管理費合計 1,749 1,779

営業利益 8,651 6,069

営業外収益   

受取利息 70 269

匿名組合出資益 ※1  2,007 ※1  2,998

その他 151 207

営業外収益合計 2,230 3,475

営業外費用   

支払利息 228 1,412

社債利息 6 28

社債発行費 － 117

支払手数料 700 16

その他 147 105

営業外費用合計 1,083 1,680

経常利益 9,798 7,864

特別利益   

投資有価証券売却益 5 －

出店中止損失引当金戻入額 － 40

特別利益合計 5 40
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成22年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 － ※3  3

固定資産除却損 ※2  473 ※2  366

減損損失 － ※4  944

匿名組合出資損 ※1  1,533 －

店舗閉鎖損失 151 －

出店中止損失引当金繰入額 600 －

出店中止損失 － 508

特別損失合計 2,758 1,822

税引前当期純利益 7,045 6,081

法人税、住民税及び事業税 3,864 2,923

法人税等調整額 △796 △255

法人税等合計 3,068 2,668

当期純利益 3,977 3,413
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【施設運営収入原価明細書】 

    
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

１．商品売上原価           

(1）期首商品たな卸高   131   167   

(2）当期商品仕入高   1,492   1,619   

小計   1,624   1,786   

(3）期末商品たな卸高   167   186   

商品売上原価   1,457 2.2 1,599 2.2 

２．人件費   14,258 21.1 16,376 22.0 

３．経費           

(1）販売促進費   6,540   8,153   

(2）水道光熱費   4,071   4,272   

(3）修繕費   692   738   

(4）消耗品費   3,433   3,890   

(5）賃借料   26,913   25,823   

(6）減価償却費   7,268   10,386   

(7）租税公課   832   775   

(8）その他   2,114   2,249   

経費計   51,865 76.7 56,289 75.8 

    合計   67,582 100.0 74,265 100.0 
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 15,324 15,324

当期変動額   

新株の発行 － 5,599

当期変動額合計 － 5,599

当期末残高 15,324 20,924

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 15,799 15,799

当期変動額   

新株の発行 － 5,599

当期変動額合計 － 5,599

当期末残高 15,799 21,399

資本剰余金合計   

前期末残高 15,799 15,799

当期変動額   

新株の発行 － 5,599

当期変動額合計 － 5,599

当期末残高 15,799 21,399

利益剰余金   

その他利益剰余金   

配当平均積立金   

前期末残高 2,500 2,500

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,500 2,500

別途積立金   

前期末残高 28,000 28,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 28,000 28,000

繰越利益剰余金   

前期末残高 8,915 11,630

当期変動額   

剰余金の配当 △1,261 △1,358

当期純利益 3,977 3,413

当期変動額合計 2,715 2,054

当期末残高 11,630 13,685

利益剰余金合計   

前期末残高 39,415 42,130

当期変動額   

剰余金の配当 △1,261 △1,358

当期純利益 3,977 3,413

当期変動額合計 2,715 2,054

当期末残高 42,130 44,185
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △306 △313

当期変動額   

自己株式の取得 △6 △2

当期変動額合計 △6 △2

当期末残高 △313 △315

株主資本合計   

前期末残高 70,232 72,941

当期変動額   

新株の発行 － 11,199

剰余金の配当 △1,261 △1,358

当期純利益 3,977 3,413

自己株式の取得 △6 △2

当期変動額合計 2,709 13,251

当期末残高 72,941 86,193

評価・換算差額等   

土地再評価差額金   

前期末残高 △548 △548

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △548 △548

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △548 △548

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 － －

当期末残高 △548 △548

純資産合計   

前期末残高 69,684 72,393

当期変動額   

新株の発行 － 11,199

剰余金の配当 △1,261 △1,358

当期純利益 3,977 3,413

自己株式の取得 △6 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － －

当期変動額合計 2,709 13,251

当期末残高 72,393 85,645

2010/06/21 14:58:0809624360_株式会社ラウンドワン_有価証券報告書

- 78 -



【重要な会計方針】 

項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 なお、投資事業有限責任組合及びこ

れに類する組合への出資（金融商品取

引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約

に規定される決算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を基礎とし、持分

相当額を純額で取り込む方法によって

おります。 

その他有価証券 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

 通常の販売目的で保有するたな卸資

産の評価基準は原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方法）によってお

ります。 

商品 

移動平均法 

同左 

  貯蔵品 

移動平均法 

 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物付属設備を除く。）につ

いては、定額法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであ

ります。  

建物          ３～47年  

構築物         10～20年 

ボウリング設備     ５～13年 

アミューズメント機器  ３～５年 

什器備品        ３～20年 

有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  （追加情報） 

 法人税法の改正に伴い、ボウリング設

備については、従来、耐用年数５年から

10年としておりましたが、当事業年度よ

り５年から13年に変更しております。 

 これは、平成20年度の税制改正を契機

に耐用年数を見直したことによるもので

あります。 

 この変更に伴う、営業利益、経常利益

及び税引前当期純利益への影響額は軽微

であります。 

────── 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

３．固定資産の減価償却の方

法 

無形固定資産（リース資産を除く） 

 定額法 

 なお、ソフトウェア（自社利用分）の

耐用年数は社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法 

無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

  リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引

に係るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。な

お、リース取引会計基準の改正適用初年

度開始前の所有権移転外ファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。  

リース資産 

同左 

  長期前払費用 

 定額法 

長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理 ──────  社債発行費は、支出時に全額費用とし

て処理しております。 

５．引当金の計上基準 出店中止損失引当金 

 店舗出店中止に係る損失見込み額を計上

しております。 

────── 

  役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基づく期末要

支給額を計上しております。 

役員退職慰労引当金 

同左 

６．ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

 特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用してお

ります。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ対象及びヘッジ手段 

 中期的な借入金等を対象とした金利

スワップ取引を利用しております。 

② ヘッジ対象及びヘッジ手段 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 財務上発生している金利リスクをヘ

ッジし、リスク管理を効率的に行うた

めにデリバティブ取引を導入しており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 特例処理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を省略して

おります。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 
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項目 
前事業年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

６．ヘッジ会計の方法 ⑤ その他 

 当社はデリバティブ取引に関して、

借入等に伴う金利スワップ取引のみに

限定しております。 

 リスク管理の担当部署は管理本部で

あり、契約に基づく期間毎のスワップ

レートの決定時に損益計算を行い、社

長の承認を得る方法でリスク管理を行

っております。 

⑤ その他 

同左 

  

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

 税抜方式によっております。 

(1）消費税等の処理方法 

同左 
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【会計処理方法の変更】 

【表示方法の変更】 

  該当事項はありません。 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

（棚卸資産の評価に関する会計基準） 

 当事業年度より、「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）

を適用しております。この変更に伴う営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益への影響額は軽微であります。 

────── 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当事業年度より「リース取引に関する会

計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企

業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会

計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改

正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引については、引き続き

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用し

ております。 

 これにより、営業利益が25百万円増加し、経常利益及

び税引前当期純利益は87百万円減少しております。 

────── 
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【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

※１．担保資産 

 匿名組合契約に基づく営業者の金融機関からの借

入金の一部632百万円に対してその他の関係会社有価

証券632百万円を担保提供（質権）しております。 

────── 

※２．関係会社項目 

 関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

他に次のものがあります。  

  

未収入金               674百万円 

差入保証金             6,564百万円 

  

※２．関係会社項目 

 関係会社に対する資産には区分掲記されたものの

他に次のものがあります。  

  

未収入金              1,556百万円 

差入保証金             5,975百万円 

 ３．保証債務 

 当期末において、以下の特別目的会社の金融機関

からの借入金及び社債に対して債務保証を行ってお

ります。 

 ㈲アールワン南風原      1,180百万円

 ㈲アールワン市川      2,330百万円

 ㈱アールワン梅田    1,100百万円

 ㈲アールワン難波      9,200百万円

 ㈲アールワン池袋     22,000百万円

 ㈲アールワン前橋      3,110百万円

 ㈲アールワン仙台北      2,350百万円

 ㈱アールワン鴻巣    700百万円

 ㈲アールワン徳島    1,300百万円

 ㈲アールワン松戸      700百万円

 ㈲アールワン高知      1,100百万円

 ㈲アールワン・セブンプロ 

  パティーズ 

     5,600百万円

 ㈱天美開発      1,000百万円

 ㈲アールワン川崎      2,580百万円

 ㈲アールワン広島      2,500百万円

  合計     56,750百万円

 ３．保証債務 

 当期末において、以下の特別目的会社の金融機関

からの借入金及び社債に対して債務保証を行ってお

ります。 

 ㈲アールワン南風原      1,705百万円

 ㈱アールワン梅田      962百万円

 ㈲アールワン難波      8,858百万円

 ㈲アールワン池袋     22,000百万円

 ㈲アールワン前橋     3,006百万円

 ㈲アールワン仙台北        975百万円

 ㈲アールワン・セブンプロ 

  パティーズ 

     5,250百万円

 ㈱天美開発      2,728百万円

 ㈲アールワン川崎      2,480百万円

 ㈲アールワン広島      2,400百万円

 ㈲アールワン武蔵村山      1,650百万円

 ㈲アールワン草加      1,250百万円

 ㈲アールワン天神      3,966百万円

 ㈲アールワン和歌山      2,000百万円

 ㈲心斎橋      2,900百万円

 ㈲アールワン中川      1,074百万円

  合計     63,204百万円
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前事業年度 
（平成21年３月31日） 

当事業年度 
（平成22年３月31日） 

 ４．偶発債務 

(1）平成16年３月に出店した福岡天神店に係る固定資

産のオフバランス化に際して当該資産を保有し当社

に賃貸するための特別目的会社㈲アールワン天神の

金融機関からの借入金の一部について、当社への賃

貸資産の売却等一定の事由が発生し、かつ、同社か

ら金融機関への借入金の返済が不能となった場合

に、当社が返済不能となった借入金債務全額を支払

う契約を㈲アールワン天神との間で締結しておりま

す。平成21年３月31日現在の㈲アールワン天神の金

融機関からの借入金のうち、当社に支払義務が発生

する可能性のある借入金残高は960百万円でありま

す。 

 ４．偶発債務 

────── 

(2）過年度において、店舗建物に係る差入保証金の返

還請求権を譲渡しましたが、今後の一定期間におい

て預託先である店舗建物所有者から譲渡先に対して

差入保証金の返還が不能となった場合、当社は譲渡

先に対して当該返還不能となった金額を支払う義務

があります。平成21年３月31日現在当該支払義務が

発生する可能性のある金額は425百万円であります。 

(1）過年度において、店舗建物に係る差入保証金の返

還請求権を譲渡しましたが、今後の一定期間におい

て預託先である店舗建物所有者から譲渡先に対して

差入保証金の返還が不能となった場合、当社は譲渡

先に対して当該返還不能となった金額を支払う義務

があります。平成22年３月31日現在当該支払義務が

発生する可能性のある金額は260百万円であります。 

※５．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」に基づき事

業用土地の再評価を行い、再評価に係る税効果相当

額を再評価に係る繰延税金資産として資産の部に計

上し、当該繰延税金資産を控除した金額を土地再評

価差額金として純資産の部に計上しております。 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に

定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算

出しております。 

※５．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」及び「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」に基づき事

業用土地の再評価を行い、再評価に係る税効果相当

額を再評価に係る繰延税金資産として資産の部に計

上し、当該繰延税金資産を控除した金額を土地再評

価差額金として純資産の部に計上しております。 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法 

 土地の再評価に関する法律施行令第２条第３号に

定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算

出しております。 

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

   △91百万円

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の期末にお

ける時価と再評価後の帳簿価額

との差額 

△112百万円

６．貸出コミットメント 

 設備投資資金の効率的な調達を行うため取引銀行

と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  

貸出コミットメントの総額 33,610百万円

借入実行額 21,834百万円

差引額 11,775百万円

６．貸出コミットメント 

 設備投資資金の効率的な調達を行うため取引銀行

と貸出コミットメント契約を締結しております。こ

れら契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は

次のとおりであります。 

  

貸出コミットメントの総額 34,610百万円

借入実行額 33,640百万円

差引額 970百万円
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

関係会社からの匿名組合出資益 2,007百万円

関係会社からの匿名組合出資損 1,533百万円

関係会社からの匿名組合出資益    2,998百万円

※２．固定資産除却損の内訳 ※２．固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 152百万円

ボウリング設備 4百万円

アミューズメント機器 302百万円

什器備品 13百万円

計 473百万円

建物及び構築物 47百万円

アミューズメント機器 313百万円

原状回復費用 4百万円

────── ※３.固定資産売却損 

アミューズメント機器 3百万円

────── ※４.減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

 当社は、事業用資産については各個別店舗毎にグ

ルーピングを行っております。 

 当社は、当事業年度において、収益性が著しく低

下した事業用資産について、帳簿価額を回収可能価

額まで減額し、当該減少額を減損損失（944百万円）

として特別損失に計上しております。 

その内訳は、次のとおりであります。 

 建物                557百万円 

 長期前払費用             87百万円 

 その他               299百万円

 なお、回収可能価額は、使用価値により測定して

おり、将来キャッシュ・フローを４～５％の割引率

にて算定しております。 

場所 用途 種類 

北海道・ 
東北地区 

事業用資産 建物等 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式は、株式分割により156,282.39株、端株の買い取りにより64.60株および単元未満株の買い取りによ

り1,580株増加しております。 

当事業年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注） 自己株式は、単元未満株式の買い取りにより3,650株増加しております。 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 1,514.01 157,926.99 ― 159,441.00 

合計 1,514.01 157,926.99 ― 159,441.00 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

普通株式 159,441 3,650 ― 163,091 

合計 159,441 3,650 ― 163,091 
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（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．ファイナンス・リース取引（借主側） １．ファイナンス・リース取引（借主側） 

 ① リース資産の内容 

有形固定資産 

主にボウリング設備、アミューズメント機器であり

ます。 

 ② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

 ① リース資産の内容 

有形固定資産 

主にボウリング設備、アミューズメント機器であり

ます。 

 ② リース資産の減価償却の方法 

重要な会計方針「３．固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前

のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっており、その内容は次

のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物（付属設
備） 2,732 322 2,409 

ボウリング設
備 9,003 4,023 4,980 

アミューズメ
ント機器 16,784 10,797 5,986 

什器備品 6,886 4,410 2,476 

その他 592 211 380 

合計 35,999 19,764 16,234 

取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

建物（付属設
備） 1,936 328 1,607 

ボウリング設
備 8,362 4,767 3,594 

アミューズメ
ント機器 7,876 6,373 1,503 

什器備品 2,294 1,630 663 

その他 417 251 166 

合計 20,888 13,352 7,536 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内 8,636百万円

１年超 7,751百万円

計 16,387百万円

１年内 3,429百万円

１年超     4,355百万円

計    7,784百万円

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料     12,280百万円

減価償却費相当額     11,401百万円

支払利息相当額    573百万円

支払リース料      7,752百万円

減価償却費相当額      7,245百万円

支払利息相当額       343百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
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（有価証券関係） 

前事業年度（平成21年３月31日現在） 

１．子会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成22年３月31日現在） 

１．関係会社株式及びその他の関係会社有価証券（貸借対照表計上額 関係会社株式38百万円 その他の関 

  係会社有価証券61,133百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ 

  とから、記載しておりません。 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(5）利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

(5）利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料 

１年内 13,860百万円 

１年超 64,970百万円 

合計 78,830百万円 

１年内   16,265百万円 

１年超    65,039百万円 

合計    81,305百万円 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：百万円）

繰延税金資産   

未払事業税 73 

未払事業所税 113 

未払賞与 107 

その他の関係会社有価

証券 
944 

少額減価償却資産 73 

役員退職慰労引当金 76 

出店中止損失引当金 243 

その他 20 

繰延税金資産合計 1,653 

繰延税金負債   

差入保証金 △94 

繰延税金負債合計 △94 

繰延税金資産の純額 1,558 

（単位：百万円）

繰延税金資産   

未払事業税 121 

未払事業所税 115 

未払賞与 121 

その他の関係会社有価

証券 
978 

少額減価償却資産 84 

役員退職慰労引当金 84 

減損損失 382 

その他 22 

繰延税金資産合計 1,910 

繰延税金負債   

差入保証金 △95 

繰延税金負債合計 △95 

繰延税金資産の純額 1,813 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  （％）

法定実効税率 40.5 

（調整）  

住民税均等割 2.9 

その他 0.1 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.5 

  （％）

法定実効税率 40.5 

（調整）  

住民税均等割 3.6 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 43.9 
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（１株当たり情報） 

  前事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）の１株当たり情報は、連結財務諸表と同一のため、記

載を省略しております。 

 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,080.16円 

１株当たり当期純利益金額 47.04円 

潜在株式調整後１株あたり 

当期純利益金額 
42.89円 

  
当事業年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額   

当期純利益（百万円） 3,413 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 3,413 

期中平均株式数（株） 72,553,129 

    

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

当期純利益調整額（百万円） － 

普通株式増加数（株） 7,026,433 

（うち転換社債型新株予約権付社債） (7,026,433) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

－ 
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（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

(1) 第三者割当による第１回乃至第４回無担保転換社

債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債

間限定同順位特約付）の発行 

 平成21年３月26日開催の取締役会決議に基づいて、

下記のとおり第１回乃至第４回無担保転換社債型新株

予約権付社債（転換社債型新株予約権付社債間限定同

順位特約付）を平成21年４月13日に発行いたしまし

た。 

１．発行総額 7,200百万円 

２．発行価額 社債額面金額の100％ 

（社債額面金額 40百万円の１種） 

３．払込期日 平成21年４月13日 

４．償還期限 以下の期日に社債額面の100％で償還 

       第１回債 平成21年７月14日 

       第２回債 平成21年９月30日 

       第３回債 平成21年12月30日 

       第４回債 平成22年３月31日 

５．利率   本社債には、利息を付さない。 

６．本新株予約権の目的となる株式の種類及び数 

① 種類 当社普通株式 

② 数  本新株予約権の目的である株式の数は、

行使請求された本新株予約権に係る本社

債の発行価額の総額を下記に記載の転換

価額で除した数とする。 

７．本新株予約権の総数 180個 

      （社債額面金額 40百万円につき１個） 

       第１回債 45個 

       第２回債 45個 

       第３回債 45個 

       第４回債 45個 

８．新株予約権の払込価格 

本新株予約権と引換えに金銭の払込は要しない。 

９．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内

容及びその価額 

  各本新株予約権の行使に際しては、当該各本新

株予約権に係る各本社債を出資するものとし、当

該本社債の価額は、その発行価額と同額(本新株

予約権１個につき金40百万円)とする。  

① 転換価額 

各回債の当初転換価額 820円 

各回債の下限転換価額 342円 

────── 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

② 転換価額の調整 

 各回債毎に定められた期間のいずれかの10連続

取引日にわたり、当社普通株式終値が下限転換価

額である342円を下回った場合、当342円を下限と

して「各本新株予約権付社債の額面金額相当額を

額面当たりのVWAPによる平均転換株式数で除して

得られる値の92％に相当する金額」に修正され

る。なお、本新株予約権の転換価額・下限転換価

額は、株式分割が実施された場合など特定の場合

に、本新株予約権付社債の要項に従い、下記のと

おり調整されることがある。 

  調整後転換価額＝調整前転換価額×(既発行

株式数＋発行または処分株式数×１株当たり発行

または処分価額÷時価)÷(既発行株式数＋発行・

処分株式数) 

10．新株予約権の行使期間 

 第１回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成21年７月10日 

 第２回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成21年９月28日 

 第３回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成21年12月28日 

 第４回債 自 平成21年４月14日 

      至 平成22年３月29日 

11．新株予約権の行使の条件 

 各本新株予約権の一部について本新株予約権を行

使することはできない。 

12．資金の使途 

 現在計画中の新規店舗の出店資金に充当 

  

────── 

(2) 新株式の発行 

 平成21年３月26日開催の取締役会決議に基づいて、

下記のとおり第三者割当増資による普通株式の発行を

平成21年４月10日に行いました。 

１．募集等の方法 第三者割当増資による普通株式の発 

         行 

２．割当株数   杉野公彦   4,408,000株 

         杉野公亮    629,700株  

３．払込金額   杉野公彦 3,499,952,000円 

         杉野公亮  499,981,800円 

   それぞれ1/2を資本金と資本準備金へ組み入れ 

４．払込期日   平成21年４月10日 

５．資金の使途  新規店舗の出店資金に充当 

６．その他    割当新株式を発行日から２年以内 

        に譲渡する場合は、その内容につ 

        いて当社へ報告するものとする。 

────── 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

──────   当社は、平成22年６月２日開催の取締役会において、

 当社普通株式について、欧州を中心とする海外市場にお

 ける募集（ただし、米国及びカナダを除く。）を行うこ

 とを決議し、平成22年６月17日に払込が完了しました。

  この結果、資本金は25,021百万円、発行済株式総数は

 95,452,914株となっております。 

 (1)株式の種類 

  当社普通株式 

 (2)発行数 

  下記①及び②の合計による当社普通株式16,000,000株

 ①下記(10)記載の引受人の買取引受けの対象株式として

  当社普通株式14,000,000株 

 ②下記(10)記載の引受人に対して付与する新たに追加的

  に発行する当社普通株式を買い取る権利の行使により

  発行される当社普通株式2,000,000株 

 (3)発行価格 

   526円 

  （海外募集における１株当たりの発行価格である。な

  お、発行価格との差額は引受人の手取金となる。） 

 (4)発行価額（会社法上の払込金額） 

   512.10円 

 (5)資本組入額 

   256.05円 

 (6)発行価額の総額 

   8,193,600,000円 

 (7)資本組入額の総額 

   4,096,800,000円 

  資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額

 であり、また、増加する資本準備金の額は、会社計算規

  則第14条第１項に従い算出される資本金等増加限度額  

 （発行価額の総額）から上記の増加する資本金の額（資

 本組入額の総額）を減じた額とする。） 

 (8)株式の内容 

   完全議決権株式であり、権利内容に限定のない当社

  における標準となる株式 

   単元株式100株 

 (9)発行方法 

   下記(10)記載の引受人の総額買取引受けにより行わ

  れる。また、当社は引受人に上記(2)②記載の新たに 

  追加的に発行する当社普通株式を買い取らせる。 

 (10)引受人の名称 

   Deutsche Bank AG, London Branch 

 (11)募集を行った地域 

  欧州を中心とする海外市場における募集（ただし、米

 国およびカナダを除く。） 
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前事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

──────  (12)新規発行による手取金の額及び使途 

  ①手取金の額 

   払込金額の総額      8,193,600,000円 

   発行諸費用の概算額     48,590,000円 

   差引手取概算額      8,145,010,000円 

  ②手取金の使途 

   上記差引手取概算額8,145,010,000円については、 

  繁華街店舗及び海外店舗の出店資金の一部に充当す 

  る。 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 記載事項はありません。 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注）１.「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２．当期増加額のうち主なものは、次の通りです。 

３．当期減少額のうち主なものは、次の通りです。 

 アミューズメント機器 店舗アミューズメント機器の盤面・キット類          2,406百万円 

４．無形固定資産の期末帳簿価額について重要性がないため「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減少額」

の記載を省略しております。 

  
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又
は、償却累計
額 

(百万円) 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 37,764 2,311 
564 

(557) 
39,511 11,045 1,833 28,466 

構築物 3,454 311 102 3,663 1,716 294 1,946 

ボウリング設備 1,427 48 － 1,476 1,372 33 103 

アミューズメント機器 6,698 3,547 2,406 7,839 5,366 2,464 2,473 

什器備品 4,929 710 7 5,632 4,041 958 1,590 

土地 1,230 － － 1,230 － － 1,230 

リース資産 12,016 13,255 － 25,271 6,610 4,869 18,661 

建設仮勘定 160 2,486 2,622 24 － － 24 

有形固定資産計 67,681 22,671 5,702 84,650 30,153 10,453 54,496 

無形固定資産               

借地権 － － － 27 － － 27 

ソフトウェア － － － 181 97 23 83 

施設利用権 － － － 24 17 1 6 

電話加入権 － － － 12 － － 12 

無形固定資産計 － － － 246 115 25 130 

長期前払費用 1,183 44 
92 

(87) 
1,136 368 61 749 

建物 仙台苦竹店の内装設備 222百万円

  徳島・万代店の内装設備 222百万円

  さいたま・上里店の内装設備 210百万円

  習志野店の内装設備 240百万円

  山梨・石和店の内装設備 213百万円

  ららぽーと新三郷店の内装設備 310百万円

  高知店の内装設備 218百万円

  静岡・駿河店の内装設備 227百万円

  市川鬼高店の内装設備 103百万円

  さいたま・鴻巣店の内装設備 229百万円

アミューズメント機器 店舗アミューズメント機器の盤面・キット類  3,547百万円

リース資産  習志野店の建物に係るリース資産 1,255百万円

  山梨・石和店の建物に係るリース資産 1,311百万円

  店舗アミューズメント機器 6,864百万円

  ボウリング設備 2,003百万円

建設仮勘定 新規店舗の建物内装設備等 2,486百万円
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【引当金明細表】 

（注）出店中止損失引当金の「当期減少額（その他）」は、出店中止による支出額との差額の戻し入れ額であります。 

（２）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

１）現金及び預金 

２）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 消費税等の処理方法は、税抜方式によっておりますが、上記「当期発生高」には、消費税等が含まれておりま

す。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

出店中止損失引当金 600 － 560 40 － 

役員退職慰労引当金 188 21 － － 209 

区分 金額（百万円） 

現金 3,048 

銀行預金   

当座預金 12,276 

普通預金 403 

別段預金 11 

小計 12,692 

合計 15,740 

相手先 金額（百万円） 

コカ・コーラウエスト㈱ 100 

コカ・コーラ セントラル ジャパン㈱ 48 

㈱クレディセゾン 44 

三国コカ・コーラボトリング㈱ 31 

㈱ＪＣＢ 25 

 その他 110 

合計 361 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

×100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

292 3,510 3,440 361 90.5 34.0 
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３）商品 

４）貯蔵品 

品目 金額（百万円） 

プロショップ用品 138 

飲食材 42 

その他 5 

合計 186 

品目 金額（百万円） 

ボウリング販促品 150 

アミューズメント機器用景品 607 

メカ部品 100 

その他 96 

合計 955 
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５）その他の関係会社有価証券 

区分 金額（百万円） 

㈲アールワン市川 3,985 

㈲アールワン札幌白石 3,390 

㈲アールワン盛岡 3,000 

㈲アールワン富士 2,800 

㈲アールワン福山 2,720 

㈲アールワン徳島 2,400 

㈲アールワン高知 2,330 

㈲アールワン駿河 2,290 

㈲アールワン仙台北 2,260 

㈲アールワン岸和田 2,230 

㈲アールワン市原 2,180 

㈲アールワン下関 2,030 

㈲アールワン姫路 2,020 

㈲アールワン高槻 1,720 

㈱天美開発 1,546 

㈱上新庄ディベロップメント 1,537 

㈱ビーンリアルエステート 1,520 

㈲アールワン津 1,500 

㈲アールワン武蔵村山 1,270 

㈲アールワン栃木 1,250 

㈲アールワン草加 1,100 

㈱淡路ディベロップメント 950 

㈲アールワン南風原 893 

㈲アールワン豊橋 692 

㈲心斎橋 650 

㈲アールワン天神 632 

㈲アールワン高松 600 

㈲アールワン鴻巣 595 

㈲アールワン入間 580 

㈲アールワン広島 550 

㈲アールワン堺 500 

㈲アールワン板橋 500 

㈲アールワン和歌山 500 
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区分 金額（百万円） 

㈲アールワン堺石原 490 

㈲アールワン秋田 490 

㈲アールワン朝霞 470 

㈲アールワン金沢 470 

㈲アールワン町田 450 

㈲アールワン鹿児島 450 

㈲アールワン福島 450 

㈲アールワン長野 450 

㈲アールワン半田 435 

㈲アールワン佐賀 405 

㈲アールワン・セブンプロパティーズ 384 

㈲アールワン川崎 370 

㈲アールワン西春日井 370 

㈲アールワン大分 370 

㈲アールワン熊本 360 

㈲アールワン宇都宮 360 

㈲アールワン上尾 300 

㈲アールワン城東 270 

㈲アールワン中川 250 

㈲アールワン新潟 240 

㈲アールワン小倉 240 

㈲アールワン伏見  237 

㈲アールワン前橋  100 

合計 61,133 
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６）差入保証金 

② 負債の部 

１）買掛金 

２）長期借入金 

３）リース債務（固定負債） 

（３）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 金額（百万円） 

営業施設建設協力金 3,086 

営業施設賃借保証金 8,407 

その他 1,360 

合計 12,854 

相手先 金額（百万円） 

尾家産業㈱ 28 

ユーシーシーフーヅ㈱ 26 

㈱ティーワントレーディング 13 

その他 88 

合計 156 

相手先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 26,880 

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 4,979 

その他 8,889 

合計 40,748 

相手先 金額（百万円） 

芙蓉総合リース㈱ 2,360 

東京センチュリーリース㈱ 1,669 

昭和リース㈱ 1,265 

三井住友ファイナンス＆リース㈱ 1,204 

三菱ＵＦＪリース㈱ 919 

その他 4,212 

合計 11,630 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 

（特別口座） 

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 

（特別口座） 

大阪市中央区北浜四丁目５番33号 

 住友信託銀行株式会社 

取次所 ― 

買取手数料 株式の売買委託に係わる手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行います。 

http://www.round1.co.jp/ 

ただし、事故その他やむをえない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲

載いたします。 

株主に対する特典 

毎年３月31日ならびに９月30日に、所有株式数100株以上500株未満の株主に

対しましては、クラブカード引換券２枚および500円割引券４枚を贈呈いた

します。また、所有株式数５株以上の株主に対しましては、クラブカード引

換券２枚および500円割引券８枚を贈呈いたします。 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 

 事業年度（第29期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）平成21年６月29日関東財務局長に提

出。 

  (2）内部統制報告書及びその添付書類 

     平成21年６月29日関東財務局長に提出。 

(3）四半期報告書及び確認書 

 （第30期第１四半期）（自 平成21年４月１日 至 平成21年６月30日）平成21年８月13日関東財務局長

に提出。 

 （第30期第２四半期）（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）平成21年11月13日関東財務局長

に提出。 

 （第30期第３四半期）（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）平成22年２月12日関東財務局長

に提出。 

(4）有価証券報告書の訂正報告書及び確認書 

 平成21年８月31日関東財務局長に提出。 

 （第29期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書であります。 

 平成22年３月29日関東財務局長に提出。 

 （第29期）（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書及びそ

の確認書であります。 

(5）四半期報告書の訂正報告書及び確認書 

 平成22年３月29日関東財務局長に提出。 

 （第30期第３四半期）（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）の四半期報告書に係る訂正報告

書及びその確認書であります。 

（6）発行登録書（普通社債）及びその添付書類 
   平成22年３月４日関東財務局長に提出。 

（7）訂正発行登録書 
   平成22年３月29日関東財務局長に提出。 
   平成22年６月２日関東財務局長に提出。 
   平成22年６月３日関東財務局長に提出。 
（8）臨時報告書 
   平成22年６月２日関東財務局長に提出。 
（9）臨時報告書の訂正報告書 
   平成22年６月３日関東財務局長に提出。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

      平成21年6月29日 

株式会社ラウンドワン       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙﨑 充弘  印 

         

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ラウンドワンの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ラウンドワン及び連結子会社の平成21年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  
 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年４月13日付で、無担保転換社債型新株予約権付社債を発行

しており、また、平成21年4月10日付で第三者割当増資により普通株式を発行した。  

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ラウンドワンの平成
21年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性

がある。 
 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、株式会社ラウンドワンが平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提
出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

      平成22年6月17日 

株式会社ラウンドワン       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙﨑 充弘  印 

         

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ラウンドワンの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸
借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監

査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意

見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監
査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ラウンドワン及び連結子会社の平成22年3月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年6月2日開催の取締役会において、海外募集による新株発行

を行うことを決議し、平成22年6月17日に払込が完了した。 

＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ラウンドワンの平成

22年3月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告

書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明すること

にある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性
がある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価
範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、株式会社ラウンドワンが平成22年3月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財
務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書 

      平成21年6月29日 

株式会社ラウンドワン       

  取締役会 御中   

  監査法人トーマツ   

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙﨑 充弘  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ラウンドワンの平成20年4月1日から平成21年3月31日までの第29期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ラウンドワンの平成21年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成21年４月13日付で、無担保転換社債型新株予約権付社債を発行

しており、また、平成21年4月10日付で第三者割当増資により普通株式を発行した。  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の監査報告書 

      平成22年6月17日 

株式会社ラウンドワン       

  取締役会 御中   

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 梶浦 和人  印 

  
指定有限責任社員 

業務執行社員 
 公認会計士 髙﨑 充弘  印 

         

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る株式会社ラウンドワンの平成21年4月1日から平成22年3月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ラウンドワンの平成22年3月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 
 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成22年6月2日開催の取締役会において、海外募集による新株発行

を行うことを決議し、平成22年6月17日に払込が完了した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提

出会社）が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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【表紙】 

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成22年６月18日 

【会社名】 株式会社ラウンドワン 

【英訳名】 ROUND ONE Corporation 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 杉野 公彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 常務取締役管理本部長 西村 孝之 

【本店の所在の場所】 堺市堺区戎島町４丁45番地１ 堺駅前ポルタスセンタービル 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

（大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 
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１【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 
 代表取締役社長杉野公彦及び常務取締役管理本部長西村孝之は、当社の財務報告に係る内部統制の整備及び運用に責

任を有しており、企業会計審議会の公表した「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準並びに財務報告に係る内

部統制の評価及び監査に関する実施基準の設定について（意見書）」に示されている内部統制の基本的枠組みに準拠し

て財務報告に係る内部統制を整備及び運用している。 

 なお、内部統制は、内部統制の各基本的要素が有機的に結びつき、一体となって機能することで、その目的を合理的

な範囲で達成しようとするものである。このため、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防

止または発見できない可能性がある。 

２【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 
 財務報告に係る内部統制の評価は、当事業年度の末日である平成22年３月31日を基準日として行われており、評価に

当たっては、一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠した。本評価においては、連結

ベースでの財務報告全体に重要な影響を及ぼす内部統制（全社的な内部統制）の評価を行った上で、その結果を踏まえ

て、評価対象とする業務プロセスを選定している。当該業務プロセスの評価においては、選定された業務プロセスを分

析した上で、財務報告の信頼性に重要な影響を及ぼす統制上の要点を識別し、当該統制上の要点について整備及び運用

状況を評価することによって、内部統制の有効性に関する評価を行った。財務報告に係る内部統制の評価の範囲は、会

社及び連結子会社について、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性の観点から必要な範囲を決定した。財務報告の信

頼性に及ぼす影響の重要性は、金額的及び質的影響の重要性を考慮して決定しており、会社及び全ての連結子会社を対

象として行った全社的な内部統制の評価結果を踏まえ、業務プロセスに係る内部統制の評価範囲を合理的に決定した。

業務プロセスに係る内部統制の評価範囲については、各事業部門の前連結会計年度の売上高の金額の高い部門から合算

していき、前連結会計年度の連結売上高の概ね２/３に達している２事業部門を「重要な事業拠点」とした。選定した

重要な事業拠点においては、企業の事業目的に大きく関わる勘定科目として売上高、商品仕入高、販売促進費、消耗品

費、給与手当及び有形固定資産に至る業務プロセスを評価の対象とした。さらに、選定した重要な事業拠点にかかわら

ず、それ以外の事業拠点をも含めた範囲について、重要な虚偽記載の発生可能性が高く、見積りや予測を伴う重要な勘

定科目に係る業務プロセスやリスクが大きい取引を行っている事業又は業務に係る業務プロセスを財務報告への影響を

勘案して重要性の大きい業務プロセスとして評価対象に追加している。 

３【評価結果に関する事項】 
 上記の評価手続きを実施した結果、平成22年３月31日現在の当社の財務報告に係る内部統制は有効であると判断す

る。 

４【付記事項】 
 付記すべき事項はありません。 

５【特記事項】 
 特記すべき事項はありません。 
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